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文書質問書  

 

 四日市市議会基本条例第１６条第１項の規定に基づき、下記のとおり質問いたし

ます。  

 

質問者氏名  加藤 清助  

所管部局  こども未来部   

 

【件名及び質問の要旨】  

１． 公立保育園保育士の採用と定着及び臨時職員の配置不足について  

２． 病児・病後児保育事業について  

 

受付番号  平成２８年 第  １３  号  

受付日  平成２８年 ７月２７日  

送付日  平成２８年 ７月２７日  

答弁受理日  平成２８年 ８月１８日  



 

 

  

文書質問 １．  

「公立保育園保育士の採用と定着及び臨時職員の配置不足について」  

 

先の６月定例月議会において、待機児童問題と保育現場について一般質問を行

ったところである。  

その後、保育現場において、臨時職員の配置不足問題で保育士への過重負担が

常態化している、ひいては子どもの安全にかかわる状況にあるとの声を受けて

質問するものです。  

 

１． 公立保育園における保育士の離職・定着状況について一般事務職と比べ

た過去１０年間の年度別採用者数と在職者数  

 

２． 公立保育園における臨時職員の各園配置状況について  

 

上記に関するデータを人事課及び保育幼稚園課から別紙のように資料

を示していただいた。  

 

６月一般質問において指摘したように、待機児童問題は保育士の確保・処遇改

善とセットの問題であるが、上記２つの資料から以下、文書質問するものです。 

 

１についての資料から明らかなことは、  

資料別表は、一般事務職と保育士の過去１０年間の各年度新採用人数と本年  

４月時点の在職者数である。  

一目瞭然で、一般事務職の場合、各年度別にみても離職・退職者数は極めて少

ないことがわかる。  

一般事務職離職率は、３．７％である、のに対し  

保育士の場合は、各年度別にみると、特に平成２２年と２３年はいずれも１５

人採用で５人が離職・退職している。  

実に、３人に一人が退職です  

同職種の１０年間での離職率は、１６％にも上り、一般事務職とかけ離れてい

ることが検証できる。  

 



 

 

では、この保育士の離職・退職要因は何か、を検証する必要がある。  

当局の、この実態についての認識を問いたい。  

同時に、この実態についての検証をどうおこなっているのか、そして、どのよ

うな課題認識に立ち、どのような改善の必要性があると考えるのか、  

これまで及び現在、今後、どう改善を図ろうとしているのか、お尋ねします。 

 

次に、  

一般質問の中で、民間保育士の給与水準が全産業平均より月額１１万円低いこ

とを指摘し、保育士の給与改善が必要なことを取り上げた。  

今回の調査は、公務員の場合なので、給与水準についての要因をあげることは  

適切ではないと考える。ただ、保育の現場の負担からすれば公立保育園の臨時

職員の給与が「安い」ことは否めないだろう。  

 

資料提供いただいた別表数値にある「臨時職員」とは、クラス担当・障害児加

配・クラス支援担当のフルタイムで働く臨時職員の実態であり、「平成２７年

度市立保育園の保育士人数と給与について」－平成２８年２月定例月議会予算

常任委員会・追加資料によれば、  

臨時職員数６２３人のうち、今回の配置状況表に該当する臨時職員は社保加入

と扶養の範囲にあたる方で、給与はそれぞれ、時給１０８０円、９９５円であ

る。  

 

すなわち、一日フルタイムで働いていても、およそ高卒初任給水準にも満たな

い給与処遇である。ましてや何年勤務しても定期昇給はなく、一時金、退職金

はもちろん支給されない  

先に述べた時給ですら、社保加入の場合、平成２３年度１０３２円が平成２８

年度１０８０円にわずか改定されに過ぎず、扶養の範囲の場合、平成２３年度  

９９５円から平成２８年度も同額で１円の改定も行われていない。  

パート短時間の時給についても同様で９２６円のまま据え置かれている。  

 

臨時職員の配置不足＝欠員状況に対して、当局は欠員の発生要因、配置必要人

数の確保にむけて、どのような採用活動を行っているのか、臨時職員の採用配

置の権限責任はどこにあるのか。  

また、採用募集をおこなっても臨時職員の確保ができない要因をどう認識して



 

 

いるのか問う。  

 

かかる臨時職員配置不足について、別表は本年４月１日現在及び７月１日時点

であるが、年度スタート以前の欠員状況、平成２７年度年間はどうであったの

か、つまりが常態化している園及びその配置不足の最長期間はどれほどあるの

か、これまでの実態を問う。  

 

このような臨時職員の配置不足＝欠員状態に置かれた保育現場は、当然ながら

他の臨時職員や正規保育士への過重負担になっていることは明白だと認識す

る。たとえば時間外労働の増加、有給取得の困難化、肉体的精神的負担増が推

察される。そのことが離職・退職につながる要因となるのではないか。  

過重負担の一つとして時間外労働の実態はどうか？  

また、一般質問の中で、正規保育士の有給の取得についても紹介したように、 

市職員平均が年間１１日取得に対し、保育士は平均６日間しか取得できていな

いことを指摘したが、その内容をさらに検証したい。  

保育士平均の年間有給取得日数は６日間だったが、  

その内訳はどうか。  

たとえば有給日数の保有は、２０日から次年度繰越で最大４０日に保有になる。 

保育士全体で単純平均すれば取得日数は６日とのことだが、  

正規職員が保有する総有給日数に対して、取得した総日数、消化率はどれだけ

になるのか。  

また、有給休暇保有日数に対する最大取得日数、最低取得日数はどういう状況

なのか。  

 

平成２９年度、市は保育士採用予定２５名としている。  

採用枠の拡大は、前述の離職・退職も影響しているであろうし。現場の仕事が

きつく、定年まで勤務する保育士が少ないと言われている。  

何より、採用者の定着にむけて、何が退職原因・要因で、何を解決しなければ

ならないかの認識が必要と言える。  

同時に、先に述べた、時給わずか１０００円未満の臨時職員で、子どもの命と

安全を確保する責任を負い、就学前の子どもが生涯にわたる人間形成の基礎を

培う場を維持運営しようとするのではなく、正規保育士比率を向上させること

が、根本的な改善の道ではないかと指摘しますが、当局の見解を求めます。  



 

 

 

文書質問 ２   「病児・病後保育事業について」  

 

私は、平成２５年８月議会で「病児保育室」について質問した。  

当時、平成２２年から２６年までの「子どもにやさしいまち四日市・次世代育

成支援後期行動計画」で病児保育事業について現在の１か所から平成２６年度

に２か所にすることを掲げていることについて、私は、平成２６年度中に２か

所目をめざすのですか」に対し、部長答弁「計画でそのような目標になってい

ますので、当然、それにむけて努力します」とお答えになっています、が実現

されませんでした。  

その後の平成２７年から３１年の子ども子育て支援事業計画において、  

平成２９年度提供体制の見込みを平成２８年のまでの１６５０人から３３０

０人としている。  

「提供体制の確保内容の考え方」には、「市内における新たな病児・病後児保

育室の形態を模索しつつ、市内医療機関の協力を得ながら病児・病後児保育施

設設置の働きかけを行うとともに、ファミリー・サポート・センターの緊急サ

ポート事業と連携し、緊急時や病児・病後児保育室の定員を超えた場合への対

応をはかります」とある。  

つまり、前計画で平成２６年度としていたのを３年遅らせて平成２９年度から

は、２か所体制で病児・病後保育事業を行う提供体制計画になっているが、今

もって２か所体制の進捗・目途の情報は聞き及んでいない。  

平成２５年８月、部長答弁で「当然、平成２６年度にむけて努力します」と言

った「子どもにやさしいまち四日市」はどこまで検討・努力されたのですか？  

 

昨年、平成２７年の議会答弁で部長は「できるだけ早期に新規施設が設置でき

るようすすめてまいります」とお答えになっているが、先の事業計画・提供体

制の修正するのか？お尋ねします。  

また、平成２７年度スタートした子ども子育て支援事業計画にある「平成２９

年度２か所提供体制計画」を堅持されているのであれば、提供体制の進捗につ

いてお尋ねいたします。  






